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序文

　T　DM（Transportation　Gr　Travel　Demand　Management，交通需要マネジメント）は、道

路交通政策において、施設整備やその運用による交通サービスの改善といった供給サイド

に対する施策に対して、運転者・利用者・荷主といった交通サービスの需要者に働きかけ

て移動の必要性と回数、その発生目時、目的地、交通手段、移動経路などの交通行動の変

更を伺すことにより政策課題に対応しようとする需要サイドに対する施策である。

　現在直面している交通渋滞、交通事故、大気汚染、地球温暖化闘題などの主要な交通問

題は自動車交通に関連するものであること、そして従来から続けられている道路整備と交

通運用施策だけでは解決が困難であることから、自動車交通の抑制、整序化に向けた新た

な対応策として、T　DM施策が重要となっている。

　T　DM施策は現在の道路交通の在り方に変更を求めるものであり、そのためには一般的

な広報、啓発にとどまらず、交通管理者としての警察の立場から、一方では自動車交通に

対する規制の強化、他方では代替交通手段に対する優先措置といった多様な交通管理施策

を適用する必要がある。しかし規制的内容を伴う施策の適用は、関係する住民、事業者等

多くの利害関係者の理解と協力が不可欠である。

　本書は、交通管理者たる都道府県公安委員会がTDM施策を計画し、実施する際に活用

することを目的として、規制的手法を伴うTDM施策の適用に関して利害関係者を含めた

社会的意思決定プロセスについて現在の知見を取りまとめたものである。本書の作成にあ

たっては、これまで住民の交通行動と規制的なTDM施策についての意識や受容可能性に

ついて体系的な調査分析、整理が必ずしも十分行われていなかったことから、新たなアン

ケート調査を全国の主要都市および特定の課題（沿道問題と観光交通問題）を抱える選定

地区について行い、その成果を取り入れた。また、利害関係者の合意形成と市民参加、社

会的意思決定プロセス、そして交通行動変容にかかわる社会心理学アプローチや個人マー

ケティング手法などの関連分野における研究、調査をレビューし、それらの最新の研究成

果を取り入れる努力をした。しかし、わが国におけるTDM関連施策の適用は未だ目が浅

く、本書の内容にも不十分な点もあると考えられることから、関係者には御寛恕いただき

たい。

　最後に本書が交通管理の現場で適宜参照され、関連施策の企画から適用まで広く活用さ

れると共に、それらの経験に照らして、内容が修正、加筆され、わが国の都市交通問題の

改善に役立っていくことを期待したい。
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第1章TDM概論と類型

1－1　TDMとは

　TDMはTransportation（あるいはTravel）DemandManagementを短縮したもので、

日本語では交通需要マネジメントと言われている。具体的には、主に自動車による交通需

要の時問的、空間的な集中によって生じるさまざまな問題を緩和するために、交通行動に

おける頻度、時刻、目的地、利用交通手段、経路、乗車効率、積載効率の変更を促すため

の施策群といえる。移動する人（車あるいは荷主など）の交通行動の変更を促す、選択行動

を変更してもらうという点がポイントとなる。

　車社会の進展に伴い、さまざまな問題が明らかになってきたのは、必ずしも近年のこと

ではない。道路の混雑の激化による諸問題、交通事故件数の増加、大気汚染など公害間題

の悪化などは、かなり昔からの問題といえる、

　道路混雑の問題を例に、その対応を考えてみる。道路混雑は、移動需要がある時間帯に

ある区間（区域）に集中して、そこの道路の処理能力を上回ることで発生する。そこで、解

決策としては、処理能力を上げるか、移動需要を減らすかということになる。最も古典的

な対応は、道路を増やして処喫能力を上げる方法であり、需要追随でのインフラ建設であ

る。1970年代初めの米国では、そうではなく、既存の道路の運用を工夫することで、新規

のインフラ建設なしに処理能力を上げる考え方が注目を呼んだ。これがTSM
（Tねnsportation　System　Management　l交通システムマネジメント）である。これに対し

て、1980年代後半に使われるようになったTDMは、行動の変更を促すことで移動需要を

減らす施策である．この意味で、TDMはTSMと区別して理解することが望ましい。しか

し、このことはTSMを否定するものではなく、むしろ混雑している道路網では、TSMの

発想で、既存の道路の処理能力を高める工夫を怠るべきではない・

　交通を需要と供給で理解するならば、TDMを基本とした交通問題へのアプローチの発

想と従来の発想の違いは下図のように理解できる。従来は、需要の拡大に対応して、供給

量を拡大し、需給バランスを確保してきたのに対し、これからは、環境などに配慮して交

通需要を適正化するとともに、財政状況などにより供給量（道路の処理能力など）を適正化

し、両者のバランスを確保していくことが望まれる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従来は需要（活動という意味でA）が増加す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るとバランスをとるために環境の制約を超

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えてでも供給（交通という意味でT）を増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　させていたが、新しいアプローチでは、需要

（a）従来のアブローチ（需要陶追随型）　（a）新しいアプローチ（統合パッケージ型）

の増加を環境という制約の中でおさえ、少な

い供給量でも対応できるようバランスのと

り方をかえる（左の図で支点が左に動いてい

る）ようなアプローチ、具体的には需要側と

供給側それぞれに量の適正化をめざす施策

を用意し、それらを統合的に実施する方向が

求められる。

図1－1－1　都市交通の新しいアプローチ（参考文献2）
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く参考文献＞
1）太田勝敏監修（1996）：「交通需要マネジメントの方策と展開」、地域科学研究会刊
2）交通工学研究会（1999）＝「渋滞緩和の知恵袋」、丸善刊

3）目本交通政策研究会（2002）：「自動車交通研究：環境と政策2002J

1－2　T　DMのタイプと手法

1）分類と施策例

　前述のように、TDMは、交通行動の変更を促す施策群である。交通行動の何を変更さ

せることを狙うかは多様である。一般に、TDMは、短期的な視野での施策を表しており、

土地利用計画の変更のような10～20年以上を要する、いわゆる中長期的な施策を含まな

い（広義のTDMは含むという解釈もある）。特に交通管理者の視点でみた場合、中長期的

な施策は、TDMとは区分して理解するほうが望ましい。したがって、交通行動の変更の

うち、目的地の変更に資する施策については、以下では含まない。

　さて、狙いについては、上記を踏まえて、下記のように整理できる。TDMといえば、

時差出勤やパークアンドライドばかりが際立つが、狙いは多様であることがわかる。

表1－2一I　TDMの狙い

狙い 意味

発生源の調整 1目数回の配送を2回にするなど、（人や車の）移動の頻度を減らしてもらう。

時間帯の変更 移動する時刻を混雑しない時間帯に変更してもらう。

経路の変更 移動する経路を混雑していない道路に変更してもらう。

自動車の効率的利用 自動車の相乗りや荷物の共同輸配送など自動車を効率的に利用してもらう。

手段の変更 自動車で直行する移動方法を別の交通手段（移動方法）に変更してもらう。

　この狙いの分類にしたがって、TDMの主要な施策群を表1・2－2に整理した。ただし、狙

いが複合的な施策がいくつかあるので、上記の5分類の他に、複合的な効果を期待する施

策群の項目を用意して6分類とした。

2）すでに普及している施策の応用可能性

　表から予想されるように、施策によって、関連する主体は多様であり、その結果、推進

の方法も多様である。例えば、時差出勤の実施は、その事業所（官公庁、民間会社）が、

自らの業務活用上の影響を踏まえて意思決定すれば実施が可能であり、わが国でも事例は

いくつかある。一方で、パークアンドライドの場合には、駐車場の整備運営をする主体、

ライドの部分の公共交通サービスを行う事業者、ライドの部分がバスで、バスレーン規制

を実施してバスの走行に優先権を与える場合には交通管理者、そこに道路改良や道路整備

を伴う場合には道路管理者が関わってくる。したがって、これらの主体の間で合意を形成

して、社会的に意思決定を行う必要がある。意思決定の結果実施するシステムが、対象と

する利用者、例えば、自家用車で中心部のオフィスまで直行している通勤者で、条件が整

えば、自動車通勤をやめてもいいと思っている人々にとって、魅力的でなくてはならない。

駐車場の料金、バスの運賃、バスの運行時間帯などさまざまな要素にっいて、総合的な視
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点で内容を詰めて、システムとしてつくりあげる必要がある。

表1－2－2狙いから分類した主要なTDM施策例

狙い 施策例 説明

発生源の 圧縮勤務 週当たりの勤務目数を減らすことで移動の頻度を減らす

調整 在宅勤務・業 通信手段を活用して遠隔地での業務遂行を奨励し、移動の頻度

務 を減らす

時間帯の 時差出勤等 勤務の始業時刻・終業時刻を分散させ、特定の時間帯の混雑を

変更 緩和する。

情報提供 道路混雑情報の提供により出発時刻を変更させ、特定の時間帯

の混雑を緩和する

経路の変 道路混雑情報の提供により移動経路を変更させ、特定の経路の

更 混雑を緩和する。

自動車の 相乗り（カー 自動車に相乗りして通勤してもらう。相乗り車両（多人数乗車

効率的利 プール、バン 車両、HOV（High　Occupancy　Vehicle））の走行や駐車の優先

用 プール） 策や　相乗り奨励プログラムを伴う。

共同輸配送 地区全体、あるいは特定の起終点間での物流を複数事業者で共

同で行い、積載効率を高め、トリップ数を減らす。

手段の変 パークアンド 経路途上の駐車場に車を止め、そこから目的地まで公共交通で

更 ライド 移動してもらうことで、目的地付近の自動車交通量を減らす。

公共交通利用 公共交通のサービス内容の向上で自家用車利用から転換させ

促進 る　バスレーンや優先信号制御などを伴う場合もある、

徒歩・自転車 道路整備などにより徒歩や自転車の利便性を高め、短距離移動

利用促進 で自動車利用から転換させる。自動車乗り入れ区間あるいは面

的に規制する施策を伴う場合もある。

複合的な ロジステイツ 物流拠点整備や荷捌きIT化により貨物車の移動頻度、時間帯

効果 クの効率化 の変更や効率的利用を行う。荷捌きスペースに関する規制の工

夫を伴う場合もある。

駐車マネジメ 路外駐車場や路上駐車スペースの運用により、自動車利用の時

ント 間帯、頻度の変更や他手段への変更を促す。

ロードプライ 混雑する地域、路線、時間帯の道路利用に課金し、頻度、時問

シング 帯、経路、手段の変更や効率的利用を促す。

ナンバープレ 混雑する地域、路線、時問帯の道路利用に対して、乗り入れ可

一卜規制 能な車両をナンバープレートの値（下1桁の数字や奇数偶数）

によって規制し、頻度、時間帯、経路、手段の変更や効率的利

用を促す。

都心部乗り入 都心部への乗り入れを時間帯で禁止することで、移動の頻度、

れ規制 時間帯、経路、手段の変更や効率的利用を促す。
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表1－2－3パークアンドライドのメニューの応用可能性の例

より詳細なレベルでの狙い 具体的なメニュー

中心部への自動車通勤者に 中心部の混雑部分の手前に駐車場を用意し、中心部では自

時間的な優位性で転換して 動車より早い移動をバスの優先や自動車の進入禁止など規

もらう 制的手法により達成する。

中心地区の観光客に自動車 遠方からの来訪者でもわかりやすい位置に駐車場を確保

での回遊をやめてもらう し、その便利さの情報提供を徹底するとともに、グループ

行動でも割安な価格設定とバス路線の工夫を行う。場合に

よっては、バスのかわりに、レンタサイクルを駐車場で実

施する（パークアンドサイクルと命名した例がある）。

　また、rTDMといえば時差出勤やパークアンドライド」という図式が、世界中どこでも

同じ味で楽しめるファストフードのように捉えられる傾向が、わが国では顕著だが、必ず

しもそうではない面がある。例えばパークアンドライドでは、施策の具体的な方法は、表

1－2－3に例示するように、その詳細な狙いによって多様に変化する。むしろ、対象事例に

関連する主体によって手作りで仕上げていく施策として理解するべきであろう。

3）わが国で普及が進んでいない施策について

　表1・2・1に掲げた施策のうち、自動車の相乗りは、わが国ではほとんど導入されていな

いし、ロードプライシングに至っては、東京都などで議論があるものの導入例は世界的に

も少なく、わが国ではない。以下では、この2つの施策について、背景や意義を考察し、

それらを通して、TDM施策ぺの理解を深める。

（1）相乗り

　自動車による相乗り通勤は、ライドシェアリング、カープール、バンプールなどと呼ば

れる。ある通勤者が、自分の自家用車に他の通勤者を同乗させる場合をカープールという。

自ら所有する自家用車ではなく、10～15人程度乗車できるバンタイプの車両を調達して、

その車両に他の通勤者を同乗させる場合はバンプールという。車両の大きさの違いよりも

むしろ、自分の車両か、他から調達した車両かの違いであることに注意する。これらの名

称はアメリカ英語からきているものであり、施策がもっとも普及しているのもアメリカ合

衆国である。アメリカで相乗り通勤が普及している背景は、必ずしも人間の気質だけでは

なく、むしろ、表1・2・4に示すような、利用促進のための仕組みの充実にあるといってよ

い。表中の施策のうち、多人数乗車車両（HighOccupancyMehicle二HOV）専用レーンは、

その技術的及び政策的課題を議論する全米規模の会議があるほど、ポピュラーな施策であ

る。
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表1－2－4　アメリ力合衆国で相乗り通勤が普及している背景

項目 説明

走行上の優遇 単路部でのHOV専用車線、自動車専用道路でのHOV専用ランプ、有料道

路料金所でのHOV専用ブース（無料）、駐車場でのHOVの駐車位置や駐車

料金の優遇措置もある。

事業所の協力 相乗り通勤者のマッチング（組み合わせ）システムの導入。残業時の組み合わ

せ変更やタクシー利用権供与、事業所内駐車場でのHOV優遇

自溜本の協力 自治体がマッチングサービスを実施。犯罪歴や病歴、行動パターンを含め

たマッチング

保険会仕の

協力

カープール、バンプールに対応した自動車保険制度の整備

表1－2－5　日米のH　OVレーンの比較

項目 目本 アメリカ

対象区間 一般市街地幹線の歩道寄り車線。

車線数は片側2～3車線

専用道路の中央走行車線など多様

片側4～7車線以上の広幅員道路

バスの扱い 一般路線バスと共用するため、走行

速度は路線バス程度である。

一般路線バスとの共用例は少なく、

走行速度は高い例が多い。

　なお、わが国では、金沢、長岡、新潟、仙台市内の一部のバス専用レーンで、朝夕に限

り規制外車両として、複数人（2、3あるいは4人）乗車の自動車の走行を認めている事

例があるが、アメリカのHOVレーンとわが国のそれらのレーンとは、表1・2－5に示すよ

うに異なっている。

（2〉ロードプライシング

　ロードプライシングは、前述のように複合的な効果を期待できる総合的な需要調整施策

であるが、多様な価値観や行動様式をもった人々が活動している都市部では、社会的な意

思決定が容易ではなく、議論はいくつかの都市で行われているが、導入に至ったケースは

少ない。道路混雑緩和を主目的としている例が多いが、純粋に道路整備建設費の回収を目

的としている例もある。

　歴史的には、1975年にシンガポールで導入されたエリアライセンススキーム（ALS）が、

都心部での道路混雑緩和を狙った面的な規制事例の最初のものである。シンガポールは、

その後、規制の内容を幾度か小規模に変更した後、1998年より、電子技術を活用した、電

子式ロードプライシング（ElectronicRoad　Pricing；ERP）に移行した。両方式の特徴を

表1・2－6にまとめた。ここからみてとれるように、都心部の混雑緩和のために課金をする

にしても、そのやり方や運用方法は多様であり、技術的な制約と財政的な制約、そして制

度的な問題を踏まえた上で、導入を検討する余地がある。ただし、シンガポールは、地形

的にも、政治体制の面でも、他の国家とは異なる面が多いので、適用可能性を表面的に比

較することは望ましくはない。
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　なお、本書執筆時点で最も新しい事例として、ロンドンでは、

度の濃い議論を経て、2003年2月17目に導入されている。

長期間にわたる非常に密

表1－2－6シンガポールのALSとERP

項目 ALS（1975～1998） ERP（1998～）

対象区域 都心部全域 都心部全域と一部幹線道路断面

対象車両 全車両（規制外車両の定義は変化） 全車両

対象時間帯 当初は平目朝タピーク、その後時

間帯拡大

朝タピークと日中。30分刻みで金額変

更

課金方式 ライセンスを購入しフロントガラ

スに添付

全登録車両に車載器を政府が無償提

供。車載器と入路の路上器との交信に

より課金（集金）。金額設定値は交通量、

速度等から3ヶ月単位で見直し。

取締方法 警官による目視 入路路上器（ガントリー）に併設され

た多数のカメラで自動的に摘発

＜参考文献＞

1）太田勝敏監修（1996）l　r交通需要マネジメントの方策と展開」、地域科学研究会刊

2）交通工学研究会（1999）＝「渋滞緩和の知恵袋」、丸善刊

3）目本交通政策研究会（2002）l　r自動車交通研究：環境と政策2002」

1－3　規制的手法を中核とするT　DM

TDMに含まれる施策には、多様なメニューがあることが前節で理解できる。その中身

をみてみると施策に含まれている手法は、表1・3－1に示すように、規制的な色合いの濃い

もの（規制的手法）とそうではないもの（非規制的手法）の2種類に区分される。施策に

よっては、両方の手法を組み合わせて適用している。

表1－3－1　TDM施策に用いられる手法の区分と例示

区分 意味 例示

パークアンドライド ロードプライシング

非規制的 個人の交通行動の変更を促すた 公共交通（ライド）の 転換が期待される公

めに、より魅力的な選択肢を提 運賃の割引や快適性 共交通の利便性向上

供あるいは認知してもらうため の向上策 策

の手法

規制的 相対的に別の選択肢の魅力を高 自家用車での都心乗 行動変更を促す課金

めるために、ある選択肢の利用 り入れの規制や都心 や区域の設定

に対して規制あるいは抑制をか 部駐車料金値上げ

けるような手法
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　ここで、もう少し、規制の意味合いを考えてみよう。規制の対象は、多くの場合、自動

車を自由自在に利用している層である。すなわち自動車交通を抑制することを狙ったもの

といえる。自動車交通需要の抑制にっいては、その手法が狙うところと、その手法の拠り

所によって、表1－3・2のように分類できることが知られている。なお、表中に括弧書：きし

たように、手法は、3×3の9っのマスにきれいに割り付けられるものではなく、ゾーン

システムのようにやや複合的になる例もある。

表1－3－2自動車交通量抑制手法の分類り2）

タイプ 保有抑制 駐車抑制（目的地） 走行抑制（利用一般）

物理的 該当例なし 附置駐車スペース

制限

駐車場建設規制

ハンプやシケイン、狭さく

　　　　　　lrn）　　　　　　　　　　　　　　　　lrl　al

ゾーンシステムやトラフィックセル

など道路や交差点の物理的形状を変更す

る施策（法規制的にも該当）

法規制

的

世帯保有台数制限

車庫規制

駐車許可制

駐車場営業規制

バスレーンやEOVレーンなど車線規制

区域への時間流入規制

ナンバープレート規制

経済的 購入、登録、保有

への課税

駐車料金運用 燃料税

ロードプライシング

注1　ゾーンシステム；都心部を複数のゾーンに区分し、境界線は歩行者専用のモールやトランジットモ

　　　　　　　　　ールとし、ゾーン間の移動は都心部を取り囲む道路にいったん出るようにしたシ

　　　　　　　　　ステム。都心部の中心を通過する自動車交通を排除する手法。スウェーデンのイ

　　　　　　　　　エテボリなど。
注2　トラフィックセル：ゾーンシステムとほぼ同様の概念。ゾーンをセル（細胞〉と捉えている。フラ

　　　　　　　　　ンスのブサンソンなど。

　表に示した抑制手法は、法律に基づいて実施すべきものが多く、またその実施主体や所

轄する行政機関は手法によって異なる。本書では、主として交通管理者がかかわる規制的

手法を取り上げていくことになるが、上の表のうち、法規制的な手法を中心としながらも・

物理的・経済的な走行抑制策のうち、走行の抑制を法律的にバックアップするものをすべ

てあわせて、規制的な手法として位置付け、検討を行うことが望ましい。

　以上をもとに、本書で対象とするTDM施策に用いられる規制的手法の主要なものを表

1－3・3に整理した。
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鑓・趨　竃蓋　　辱タヤ　　詠　　　』　　　�c　　』　　−　｝　レ　じ　ド難、　翼一灘縢，騰繍1縫麗、、灘�h1、、　　　＝　　　l　　　ゆヘ　　ド　　　　ヘ　　コ　岬』　　　’　』　　ロ　　　用　　　ド　　』　「　　一　一　　　　　　　占　　　　L　r恐一，，、・・じ欝，鷺．☆琴、、ず☆・撫翼・・≧、�c灘，翫り，．轡、灘菰掛、1膿、翼縮、，△灘　　類　　ノ髄鰻，l　ll，7　ズ難♪5　　、；1』t鯛囲鷺蝉鍵無1，☆1一藷、繍塗し、籔萱嘆，遊『ぞ　　i｝蓄〔、し．、『、躯か〆謎／魏、鑑鐙⊥・星序文　T　DM（Transportation　Gr　Travel　Demand　Management，交通需要マネジメント）は、道路交通政策において、施設整備やその運用による交通サービスの改善といった供給サイドに対する施策に対して、運転者・利用者・荷主といった交通サービスの需要者に働きかけて移動の必要性と回数、その発生目時、目的地、交通手段、移動経路などの交通行動の変更を伺すことにより政策課題に対応しようとする需要サイドに対する施策である。　現在直面している交通渋滞、交通事故、大気汚染、地球温暖化闘題などの主要な交通問題は自動車交通に関連するものであること、そして従来から続けられている道路整備と交通運用施策だけでは解決が困難であることから、自動車交通の抑制、整序化に向けた新たな対応策として、T　DM施策が重要となっている。　T　DM施策は現在の道路交通の在り方に変更を求めるものであり、そのためには一般的な広報、啓発にとどまらず、交通管理者としての警察の立場から、一方では自動車交通に対する規制の強化、他方では代替交通手段に対する優先措置といった多様な交通管理施策を適用する必要がある。しかし規制的内容を伴う施策の適用は、関係する住民、事業者等多くの利害関係者の理解と協力が不可欠である。　本書は、交通管理者たる都道府県公安委員会がTDM施策を計画し、実施する際に活用することを目的として、規制的手法を伴うTDM施策の適用に関して利害関係者を含めた社会的意思決定プロセスについて現在の知見を取りまとめたものである。本書の作成にあたっては、これまで住民の交通行動と規制的なTDM施策についての意識や受容可能性について体系的な調査分析、整理が必ずしも十分行われていなかったことから、新たなアンケート調査を全国の主要都市および特定の課題（沿道問題と観光交通問題）を抱える選定地区について行い、その成果を取り入れた。また、利害関係者の合意形成と市民参加、社会的意思決定プロセス、そして交通行動変容にかかわる社会心理学アプローチや個人マーケティング手法などの関連分野における研究、調査をレビューし、それらの最新の研究成果を取り入れる努力をした。しかし、わが国におけるTDM関連施策の適用は未だ目が浅く、本書の内容にも不十分な点もあると考えられることから、関係者には御寛恕いただきたい。　最後に本書が交通管理の現場で適宜参照され、関連施策の企画から適用まで広く活用されると共に、それらの経験に照らして、内容が修正、加筆され、わが国の都市交通問題の改善に役立っていくことを期待したい。目　次第1章　TDM概論と類型　1−1　TDMとは　1−2　TDMのタイプと手法　1−3　規制的手法を中核とするTDM　1−4　TDMの類型と交通管理者の関わり方11269第2章社会的意思決定　2−1　迷惑なTDM　2−2　TDMへの賛成意識を規定する要因　2−3　TDMの社会的意思決定に向けた基本的方針11111212第3章社会的意思決定プロセス　3−1　社会的意思決定のプロセスの概略　3−2　社会的意思決定のプロセスでの留意点151516第4章　各種TDM施策の受容可能性　4−1　環境問題に対する市民意識と地域比較　4−2　各種T　DM施策の受容可能性　4−3　幹線道路の環境対策　4−4　観光都市のT　DM181925・・32385章　5−1　5−2　5−3　5−4　5−5　5−6検討の場作りと目標設定協議会等の設置目標設定関係機関との調整一般の人々とのコミュニケーション直接的な住民参加間接的な住民参加42424548545761第6章　調査分析　6−1　調査・分析の概要　6−2　意識調査　6−3　調査としての試行64646770第7章　意思決定75第8章　実施　8−1　関係機関との調整　8−2　本格実施を前提とした試行の事例紹介777777第9章モニタリング81資　料　編83第1章TDM概論と類型1−1　TDMとは　TDMはTransportation（あるいはTravel）DemandManagementを短縮したもので、日本語では交通需要マネジメントと言われている。具体的には、主に自動車による交通需要の時問的、空間的な集中によって生じるさまざまな問題を緩和するために、交通行動における頻度、時刻、目的地、利用交通手段、経路、乗車効率、積載効率の変更を促すための施策群といえる。移動する人（車あるいは荷主など）の交通行動の変更を促す、選択行動を変更してもらうという点がポイントとなる。　車社会の進展に伴い、さまざまな問題が明らかになってきたのは、必ずしも近年のことではない。道路の混雑の激化による諸問題、交通事故件数の増加、大気汚染など公害間題の悪化などは、かなり昔からの問題といえる、　道路混雑の問題を例に、その対応を考えてみる。道路混雑は、移動需要がある時間帯にある区間（区域）に集中して、そこの道路の処理能力を上回ることで発生する。そこで、解決策としては、処理能力を上げるか、移動需要を減らすかということになる。最も古典的な対応は、道路を増やして処喫能力を上げる方法であり、需要追随でのインフラ建設である。1970年代初めの米国では、そうではなく、既存の道路の運用を工夫することで、新規のインフラ建設なしに処理能力を上げる考え方が注目を呼んだ。これがTSM（Tねnsportation　System　Management　l交通システムマネジメント）である。これに対して、1980年代後半に使われるようになったTDMは、行動の変更を促すことで移動需要を減らす施策である．この意味で、TDMはTSMと区別して理解することが望ましい。しかし、このことはTSMを否定するものではなく、むしろ混雑している道路網では、TSMの発想で、既存の道路の処理能力を高める工夫を怠るべきではない・　交通を需要と供給で理解するならば、TDMを基本とした交通問題へのアプローチの発想と従来の発想の違いは下図のように理解できる。従来は、需要の拡大に対応して、供給量を拡大し、需給バランスを確保してきたのに対し、これからは、環境などに配慮して交通需要を適正化するとともに、財政状況などにより供給量（道路の処理能力など）を適正化し、両者のバランスを確保していくことが望まれる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従来は需要（活動という意味でA）が増加す　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るとバランスをとるために環境の制約を超　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えてでも供給（交通という意味でT）を増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　させていたが、新しいアプローチでは、需要（a）従来のアブローチ（需要陶追随型）　（a）新しいアプローチ（統合パッケージ型）の増加を環境という制約の中でおさえ、少ない供給量でも対応できるようバランスのとり方をかえる（左の図で支点が左に動いている）ようなアプローチ、具体的には需要側と供給側それぞれに量の適正化をめざす施策を用意し、それらを統合的に実施する方向が求められる。図1−1−1　都市交通の新しいアプローチ（参考文献2）一L一く参考文献＞1）太田勝敏監修（1996）：「交通需要マネジメントの方策と展開」、地域科学研究会刊2）交通工学研究会（1999）＝「渋滞緩和の知恵袋」、丸善刊3）目本交通政策研究会（2002）：「自動車交通研究：環境と政策2002J1−2　T　DMのタイプと手法1）分類と施策例　前述のように、TDMは、交通行動の変更を促す施策群である。交通行動の何を変更させることを狙うかは多様である。一般に、TDMは、短期的な視野での施策を表しており、土地利用計画の変更のような10〜20年以上を要する、いわゆる中長期的な施策を含まない（広義のTDMは含むという解釈もある）。特に交通管理者の視点でみた場合、中長期的な施策は、TDMとは区分して理解するほうが望ましい。したがって、交通行動の変更のうち、目的地の変更に資する施策については、以下では含まない。　さて、狙いについては、上記を踏まえて、下記のように整理できる。TDMといえば、時差出勤やパークアンドライドばかりが際立つが、狙いは多様であることがわかる。表1−2一I　TDMの狙い狙い意味発生源の調整1目数回の配送を2回にするなど、（人や車の）移動の頻度を減らしてもらう。時間帯の変更移動する時刻を混雑しない時間帯に変更してもらう。経路の変更移動する経路を混雑していない道路に変更してもらう。自動車の効率的利用自動車の相乗りや荷物の共同輸配送など自動車を効率的に利用してもらう。手段の変更自動車で直行する移動方法を別の交通手段（移動方法）に変更してもらう。　この狙いの分類にしたがって、TDMの主要な施策群を表1・2−2に整理した。ただし、狙いが複合的な施策がいくつかあるので、上記の5分類の他に、複合的な効果を期待する施策群の項目を用意して6分類とした。2）すでに普及している施策の応用可能性　表から予想されるように、施策によって、関連する主体は多様であり、その結果、推進の方法も多様である。例えば、時差出勤の実施は、その事業所（官公庁、民間会社）が、自らの業務活用上の影響を踏まえて意思決定すれば実施が可能であり、わが国でも事例はいくつかある。一方で、パークアンドライドの場合には、駐車場の整備運営をする主体、ライドの部分の公共交通サービスを行う事業者、ライドの部分がバスで、バスレーン規制を実施してバスの走行に優先権を与える場合には交通管理者、そこに道路改良や道路整備を伴う場合には道路管理者が関わってくる。したがって、これらの主体の間で合意を形成して、社会的に意思決定を行う必要がある。意思決定の結果実施するシステムが、対象とする利用者、例えば、自家用車で中心部のオフィスまで直行している通勤者で、条件が整えば、自動車通勤をやめてもいいと思っている人々にとって、魅力的でなくてはならない。駐車場の料金、バスの運賃、バスの運行時間帯などさまざまな要素にっいて、総合的な視一2一点で内容を詰めて、システムとしてつくりあげる必要がある。表1−2−2狙いから分類した主要なTDM施策例狙い施策例説明発生源の圧縮勤務週当たりの勤務目数を減らすことで移動の頻度を減らす調整在宅勤務・業通信手段を活用して遠隔地での業務遂行を奨励し、移動の頻度務を減らす時間帯の時差出勤等勤務の始業時刻・終業時刻を分散させ、特定の時間帯の混雑を変更緩和する。情報提供道路混雑情報の提供により出発時刻を変更させ、特定の時間帯の混雑を緩和する経路の変道路混雑情報の提供により移動経路を変更させ、特定の経路の更混雑を緩和する。自動車の相乗り（カー自動車に相乗りして通勤してもらう。相乗り車両（多人数乗車効率的利プール、バン車両、HOV（High　Occupancy　Vehicle））の走行や駐車の優先用プール）策や　相乗り奨励プログラムを伴う。共同輸配送地区全体、あるいは特定の起終点間での物流を複数事業者で共同で行い、積載効率を高め、トリップ数を減らす。手段の変パークアンド経路途上の駐車場に車を止め、そこから目的地まで公共交通で更ライド移動してもらうことで、目的地付近の自動車交通量を減らす。公共交通利用公共交通のサービス内容の向上で自家用車利用から転換させ促進る　バスレーンや優先信号制御などを伴う場合もある、徒歩・自転車道路整備などにより徒歩や自転車の利便性を高め、短距離移動利用促進で自動車利用から転換させる。自動車乗り入れ区間あるいは面的に規制する施策を伴う場合もある。複合的なロジステイツ物流拠点整備や荷捌きIT化により貨物車の移動頻度、時間帯効果クの効率化の変更や効率的利用を行う。荷捌きスペースに関する規制の工夫を伴う場合もある。駐車マネジメ路外駐車場や路上駐車スペースの運用により、自動車利用の時ント間帯、頻度の変更や他手段への変更を促す。ロードプライ混雑する地域、路線、時間帯の道路利用に課金し、頻度、時問シング帯、経路、手段の変更や効率的利用を促す。ナンバープレ混雑する地域、路線、時問帯の道路利用に対して、乗り入れ可一卜規制能な車両をナンバープレートの値（下1桁の数字や奇数偶数）によって規制し、頻度、時間帯、経路、手段の変更や効率的利用を促す。都心部乗り入都心部への乗り入れを時間帯で禁止することで、移動の頻度、れ規制時間帯、経路、手段の変更や効率的利用を促す。一3一表1−2−3パークアンドライドのメニューの応用可能性の例より詳細なレベルでの狙い具体的なメニュー中心部への自動車通勤者に中心部の混雑部分の手前に駐車場を用意し、中心部では自時間的な優位性で転換して動車より早い移動をバスの優先や自動車の進入禁止など規もらう制的手法により達成する。中心地区の観光客に自動車遠方からの来訪者でもわかりやすい位置に駐車場を確保での回遊をやめてもらうし、その便利さの情報提供を徹底するとともに、グループ行動でも割安な価格設定とバス路線の工夫を行う。場合によっては、バスのかわりに、レンタサイクルを駐車場で実施する（パークアンドサイクルと命名した例がある）。　また、rTDMといえば時差出勤やパークアンドライド」という図式が、世界中どこでも同じ味で楽しめるファストフードのように捉えられる傾向が、わが国では顕著だが、必ずしもそうではない面がある。例えばパークアンドライドでは、施策の具体的な方法は、表1−2−3に例示するように、その詳細な狙いによって多様に変化する。むしろ、対象事例に関連する主体によって手作りで仕上げていく施策として理解するべきであろう。3）わが国で普及が進んでいない施策について　表1・2・1に掲げた施策のうち、自動車の相乗りは、わが国ではほとんど導入されていないし、ロードプライシングに至っては、東京都などで議論があるものの導入例は世界的にも少なく、わが国ではない。以下では、この2つの施策について、背景や意義を考察し、それらを通して、TDM施策ぺの理解を深める。（1）相乗り　自動車による相乗り通勤は、ライドシェアリング、カープール、バンプールなどと呼ばれる。ある通勤者が、自分の自家用車に他の通勤者を同乗させる場合をカープールという。自ら所有する自家用車ではなく、10〜15人程度乗車できるバンタイプの車両を調達して、その車両に他の通勤者を同乗させる場合はバンプールという。車両の大きさの違いよりもむしろ、自分の車両か、他から調達した車両かの違いであることに注意する。これらの名称はアメリカ英語からきているものであり、施策がもっとも普及しているのもアメリカ合衆国である。アメリカで相乗り通勤が普及している背景は、必ずしも人間の気質だけではなく、むしろ、表1・2・4に示すような、利用促進のための仕組みの充実にあるといってよい。表中の施策のうち、多人数乗車車両（HighOccupancyMehicle二HOV）専用レーンは、その技術的及び政策的課題を議論する全米規模の会議があるほど、ポピュラーな施策である。一4一表1−2−4　アメリ力合衆国で相乗り通勤が普及している背景項目説明走行上の優遇単路部でのHOV専用車線、自動車専用道路でのHOV専用ランプ、有料道路料金所でのHOV専用ブース（無料）、駐車場でのHOVの駐車位置や駐車料金の優遇措置もある。事業所の協力相乗り通勤者のマッチング（組み合わせ）システムの導入。残業時の組み合わせ変更やタクシー利用権供与、事業所内駐車場でのHOV優遇自溜本の協力自治体がマッチングサービスを実施。犯罪歴や病歴、行動パターンを含めたマッチング保険会仕の協力カープール、バンプールに対応した自動車保険制度の整備表1−2−5　日米のH　OVレーンの比較項目目本アメリカ対象区間一般市街地幹線の歩道寄り車線。車線数は片側2〜3車線専用道路の中央走行車線など多様片側4〜7車線以上の広幅員道路バスの扱い一般路線バスと共用するため、走行速度は路線バス程度である。一般路線バスとの共用例は少なく、走行速度は高い例が多い。　なお、わが国では、金沢、長岡、新潟、仙台市内の一部のバス専用レーンで、朝夕に限り規制外車両として、複数人（2、3あるいは4人）乗車の自動車の走行を認めている事例があるが、アメリカのHOVレーンとわが国のそれらのレーンとは、表1・2−5に示すように異なっている。（2〉ロードプライシング　ロードプライシングは、前述のように複合的な効果を期待できる総合的な需要調整施策であるが、多様な価値観や行動様式をもった人々が活動している都市部では、社会的な意思決定が容易ではなく、議論はいくつかの都市で行われているが、導入に至ったケースは少ない。道路混雑緩和を主目的としている例が多いが、純粋に道路整備建設費の回収を目的としている例もある。　歴史的には、1975年にシンガポールで導入されたエリアライセンススキーム（ALS）が、都心部での道路混雑緩和を狙った面的な規制事例の最初のものである。シンガポールは、その後、規制の内容を幾度か小規模に変更した後、1998年より、電子技術を活用した、電子式ロードプライシング（ElectronicRoad　Pricing；ERP）に移行した。両方式の特徴を表1・2−6にまとめた。ここからみてとれるように、都心部の混雑緩和のために課金をするにしても、そのやり方や運用方法は多様であり、技術的な制約と財政的な制約、そして制度的な問題を踏まえた上で、導入を検討する余地がある。ただし、シンガポールは、地形的にも、政治体制の面でも、他の国家とは異なる面が多いので、適用可能性を表面的に比較することは望ましくはない。一5一　なお、本書執筆時点で最も新しい事例として、ロンドンでは、度の濃い議論を経て、2003年2月17目に導入されている。長期間にわたる非常に密表1−2−6シンガポールのALSとERP項目ALS（1975〜1998）ERP（1998〜）対象区域都心部全域都心部全域と一部幹線道路断面対象車両全車両（規制外車両の定義は変化）全車両対象時間帯当初は平目朝タピーク、その後時間帯拡大朝タピークと日中。30分刻みで金額変更課金方式ライセンスを購入しフロントガラスに添付全登録車両に車載器を政府が無償提供。車載器と入路の路上器との交信により課金（集金）。金額設定値は交通量、速度等から3ヶ月単位で見直し。取締方法警官による目視入路路上器（ガントリー）に併設された多数のカメラで自動的に摘発＜参考文献＞1）太田勝敏監修（1996）l　r交通需要マネジメントの方策と展開」、地域科学研究会刊2）交通工学研究会（1999）＝「渋滞緩和の知恵袋」、丸善刊3）目本交通政策研究会（2002）l　r自動車交通研究：環境と政策2002」1−3　規制的手法を中核とするT　DMTDMに含まれる施策には、多様なメニューがあることが前節で理解できる。その中身をみてみると施策に含まれている手法は、表1・3−1に示すように、規制的な色合いの濃いもの（規制的手法）とそうではないもの（非規制的手法）の2種類に区分される。施策によっては、両方の手法を組み合わせて適用している。表1−3−1　TDM施策に用いられる手法の区分と例示区分意味例示パークアンドライドロードプライシング非規制的個人の交通行動の変更を促すた公共交通（ライド）の転換が期待される公めに、より魅力的な選択肢を提運賃の割引や快適性共交通の利便性向上供あるいは認知してもらうための向上策策の手法規制的相対的に別の選択肢の魅力を高自家用車での都心乗行動変更を促す課金めるために、ある選択肢の利用り入れの規制や都心や区域の設定に対して規制あるいは抑制をか部駐車料金値上げけるような手法6一　ここで、もう少し、規制の意味合いを考えてみよう。規制の対象は、多くの場合、自動車を自由自在に利用している層である。すなわち自動車交通を抑制することを狙ったものといえる。自動車交通需要の抑制にっいては、その手法が狙うところと、その手法の拠り所によって、表1−3・2のように分類できることが知られている。なお、表中に括弧書：きしたように、手法は、3×3の9っのマスにきれいに割り付けられるものではなく、ゾーンシステムのようにやや複合的になる例もある。表1−3−2自動車交通量抑制手法の分類り2）タイプ保有抑制駐車抑制（目的地）走行抑制（利用一般）物理的該当例なし附置駐車スペース制限駐車場建設規制ハンプやシケイン、狭さく　　　　　　lrn）　　　　　　　　　　　　　　　　lrl　alゾーンシステムやトラフィックセルなど道路や交差点の物理的形状を変更する施策（法規制的にも該当）法規制的世帯保有台数制限車庫規制駐車許可制駐車場営業規制バスレーンやEOVレーンなど車線規制区域への時間流入規制ナンバープレート規制経済的購入、登録、保有への課税駐車料金運用燃料税ロードプライシング注1　ゾーンシステム；都心部を複数のゾーンに区分し、境界線は歩行者専用のモールやトランジットモ　　　　　　　　　ールとし、ゾーン間の移動は都心部を取り囲む道路にいったん出るようにしたシ　　　　　　　　　ステム。都心部の中心を通過する自動車交通を排除する手法。スウェーデンのイ　　　　　　　　　エテボリなど。注2　トラフィックセル：ゾーンシステムとほぼ同様の概念。ゾーンをセル（細胞〉と捉えている。フラ　　　　　　　　　ンスのブサンソンなど。　表に示した抑制手法は、法律に基づいて実施すべきものが多く、またその実施主体や所轄する行政機関は手法によって異なる。本書では、主として交通管理者がかかわる規制的手法を取り上げていくことになるが、上の表のうち、法規制的な手法を中心としながらも・物理的・経済的な走行抑制策のうち、走行の抑制を法律的にバックアップするものをすべてあわせて、規制的な手法として位置付け、検討を行うことが望ましい。　以上をもとに、本書で対象とするTDM施策に用いられる規制的手法の主要なものを表1−3・3に整理した。一7一

